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１ Ａが所有する甲土地をＢに売却し、Ｂはさらに甲土地をＣに売却した。その後、ＡがＡＢ間の

売買契約をＢの詐欺を理由に取り消した場合、Ａは、Ｂの詐欺について善意であるＣに対して取

消しを対抗することは一切できない。 

 

 

２ ＡはＡ所有の甲土地をＢに売却し、Ｂはさらに甲土地をＣに売却した。その後、ＡがＡＢ間の

売買契約をＢの詐欺を理由に取り消した。この場合、Ｃが甲土地について所有権移転登記を備え

ている場合は、たとえ詐欺の事実を知らなかったことについてＣに過失があっても、ＡはＣに対

して甲土地の所有権を主張することはできない。 

 

３ ＡはＢにだまされて自己が所有する甲土地をＣに売却する契約を締結した。この場合、ＣがＢ

の詐欺を知らなかったとしても、Ｃに過失があれば、ＡはＣとの売買契約を取り消すことができ

る。 

 

４ Ａが所有する甲土地をＢに売却し、Ｂはさらに甲土地をＣに売却した。その後、ＡがＡＢ間の

売買契約をＢの強迫を理由に取り消した。Ｃが強迫の事実を知らず、かつ、そのことについてＣ

に過失もなかったとしても、Ａは、Ｃに対して取消しを対抗することができる。 

 

５ ＡはＢに脅されて自己が所有する甲土地をＣに売却する契約を締結した。ＣがＢの強迫を知ら

ず、かつ、そのことについてＣに過失もなかったのであれば、ＡはＣとの売買契約を取り消すこ

とはできない。 

 

６ Ａ所有の甲土地につき、ＡとＢとの間で売買契約を締結し、Ｂは甲土地をさらにＣに売却した

が、Ａの売渡し申込みの意思表示は真意ではなく、ＢもＡの意思表示が真意ではないことを知っ

ていた。この場合、Ａの意思表示が真意ではないと知らなかったＣがＡに甲土地の引渡しを求め

ても、Ａは、ＡＢ間の売買契約が無効であることを理由に甲土地の引渡しを拒絶できる。 

 

７ Ａ所有の甲土地につき、ＡとＢとの間で売買契約を締結し、Ｂは甲土地をさらにＣに売却した

が、Ａの売渡し申込みの意思表示は真意ではなく、ＢもＡの意思表示が真意ではないことを知っ

ていた。この場合において、Ａの意思表示が真意ではないと知らなかったＣに過失があるとき

は、Ａは、ＡＢ間の売買契約が無効であることを理由に甲土地の引渡しを拒絶できる。 

 

８ ＡがＢに対し土地の売却の意思表示をしたが、当該意思表示は動機の錯誤によるものであっ

た。Ａに重大な過失があった場合、ＢがＡに動機の錯誤があることを知っていたとしても、Ａは

当該意思表示を取り消すことができない。 

  

意思表示 問題 １ 
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１ × 詐欺による取消しを、善意無過失の第三者に対抗することはできない。したがって、第三

者Ｃが善意無過失であればＡは詐欺による取消しをＣに対抗することはできないが、Ｃが善

意でも過失があれば取消しを対抗できる。したがって、善意であるＣに取消しを対抗できな

いとは言い切れない。 

 

２ × 詐欺を理由とした意思表示の取消しは、悪意または過失のある第三者には対抗できる。し

たがって、Ｃが所有権移転登記を備えていたとしても、詐欺の事実を知らなかったことにつ

いてＣに過失があるときは、ＡはＣに対して取消しを対抗でき、その結果、甲土地の所有権

を主張することもできる。 

 

３ ○ 第三者による詐欺は、相手方が善意無過失の場合は取り消すことができない。しかし、相

手方Ｃに過失があるのであれば、ＡはＣとの売買契約を取り消すことができる。 

 

 

４ ○ 強迫による取消しは、善意無過失の第三者にも対抗できる。したがって、Ａは第三者Ｃが

善意無過失であっても、取消しを対抗することができる。 

 

 

５ × 第三者による強迫は、相手方が善意無過失の場合でも取り消すことができる。したがっ

て、ＡはＣが善意無過失であっても、Ｃとの売買契約を取り消すことができる。 

 

 

６ × 心裡留保による意思表示の無効は、善意の第三者に対抗できない。したがって、Ａは善

意のＣに無効を対抗することができない。よって、ＡＢ間の売買契約が無効であることを理

由に甲土地の引渡しを拒絶することもできない。 

 

 

７ × 心裡留保による意思表示の無効は、善意の第三者に対抗できない。したがって、第三者

Ｃが善意であれば、たとえ過失があってもＡは無効をＣに対抗することができない。よっ

て、ＡＢ間の売買契約が無効であることを理由に甲土地の引渡しを拒絶することもできな

い。 

 

８ × 表意者に重大な過失がある場合、表意者は錯誤を理由として意思表示を取り消すことは

できないが、相手方が表意者の錯誤を知っていた場合は取り消すことができる。したがっ

て、ＢがＡに動機の錯誤があることを知っていたのであれば、Ａは重大な過失があっても動

機の錯誤を理由に意思表示を取り消すことができる。 

 

  

意思表示 解説 １ 
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９ 甲土地と乙土地を所有するＡは、甲土地をＢに売却する契約を締結したが、Ａには甲土地を売

却する意思はなく、Ａの甲土地を売却する旨の意思表示は、甲土地と乙土地を取り違えた錯誤に

基づくものであった。この場合において、Ａに重大な過失があるときは、Ａに錯誤があることを

Ｂが重大な過失によって知らなかったとしても、Ａは当該意思表示を取り消すことはできない。 

 

 

10 甲土地と乙土地を所有するＡは、甲土地をＢに売却する契約を締結したが、Ａには甲土地を売

却する意思はなく、Ａの甲土地を売却する旨の意思表示は、甲土地と乙土地を取り違えた錯誤に

基づくものであった。この場合において、Ａに重大な過失があったとしても、Ｂも甲土地を購入

する意思はなく、Ｂの甲土地を購入する旨の意思表示が甲土地と乙土地を取り違えた錯誤に基づ

くものであるときは、Ａは当該意思表示を取り消すことができる。 

 

11 Ａが所有する甲土地をＢに売却し、Ｂはさらに甲土地をＣに売却した。その後、ＡがＡＢ間の

売買契約をＡの錯誤を理由に取り消した場合、Ａの錯誤について過失により知らなかったＣに対

して、Ａは取消しを対抗することができる。 
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９ × 表意者に重大な過失がある場合、表意者は錯誤を理由として意思表示を取り消すことは

できないが、相手方が表意者の錯誤を知らなかったことについて重大な過失がある場合は

取り消すことができる。本問では、相手方Ｂは、Ａに錯誤があることをＢが重大な過失に

よって知らなかったので、Ａに重過失があっても、Ａは当該意思表示を取り消すことができ

る。 

 

10 ○ 表意者に重大な過失がある場合、表意者は錯誤を理由として意思表示を取り消すことはで

きないが、相手方が表意者と同一の錯誤に陥っていた場合は取り消すことができる。本問

では、相手方Ｂも甲土地と乙土地を取り違えた錯誤に基づく意思表示を行っており、表意者

Ａと同一の錯誤に陥っている。したがって、Ａに重過失があっても、Ａは当該意思表示を取

り消すことができる。 

 

11 ○ 錯誤による意思表示の取消しは、善意無過失の第三者に対抗することができないが、第

三者に過失があれば取消しを対抗することができる。したがって、Ａは、錯誤について過

失により知らなかったＣに対して取消しを対抗することができる。 
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１ Ａは、Ｂから1,000万円を借り受けるにあたり、Ｃの代理人としてＢと連帯保証契約を締結し

た。この場合、ＣはＡの連帯保証人として1,000万円をＢに返済する義務を負わない。 

 

 

 

 

２ 未成年者Ａの法定代理人Ｂは、Ａが所有する甲土地について、Ａの代理人としてＣと売買契約

を締結した。この場合、Ｂが成年被後見人であったとしても、Ａは当該売買契約を取り消すこと

はできない。 

 

 

３ Ａは代理権がないのに、Ｂの代理人としてＢ所有の甲土地をＣに売り渡す売買契約をＣと締結

した。Ｃが、Ａには代理権がないことを知っていた場合、たとえＡが自己に代理権がないことを

知っていたとしても、ＣがＡに対して損害賠償を請求することはできない。 

 

 

４ Ａは代理権がないのに、Ｂの代理人としてＢ所有の甲土地をＣに売り渡す売買契約をＣと締結

した。Ｃが、Ａには代理権がないことを知らなかったがその点について過失がある場合、たとえ

Ａが自己に代理権がないことを知っていたとしても、ＣがＡに対して損害賠償を請求することは

できない。 

 

 

５ ＡがＢに対して、Ｃに代理権を与えた旨表示し、ＣがＡの代理人としてＡ所有の甲建物の売買

契約をＢと締結したが、ＡはＣに代理権を与えていなかった。この場合において、Ｃの行為が表

示された代理権の範囲を逸脱していたときは、Ｂに代理権の範囲内であると信ずべき正当な理由

があったとしても、Ｂは甲建物の引渡しをＡに請求することはできない。 

 

 

 

６ Ａは、自己が所有する甲建物の賃貸借に関する代理権をＢに与えたが、当該代理権はＢの破産

手続開始の決定により消滅した。その後Ｂは、Ａに無断で甲建物についてＣと売買契約を締結し

た。この場合、Ｃが代理権の消滅について善意無過失であり、かつ、Ｂに売買の代理権もあると

信ずべき正当な理由があれば、Ｃは甲建物の引渡しをＡに請求することができる。 

 

  

代 理 問題 ２ 
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１ ○ Ｃが連帯保証債務を負担することにより、Ａが 1,000万円をＢから借り受けることができ

るのであるから、ＡがＣの代理人としてＢと連帯保証契約を締結する行為は利益相反行為に

該当する。しかし、利益相反行為は無権代理行為となり本人への効果帰属は起こらない。し

たがって、当該連帯保証契約の効果はＣに帰属せず、その結果、ＣはＢに1,000万円を返済

する義務を負わない。 

 

２ × 本人は、代理人の制限行為能力を理由として代理行為を取り消すことはできないだが、制

限行為能力者が他の制限行為能力者の法定代理人としてなした代理行為は、取り消すことが

できる。本問では、成年被後見人であるＢが未成年者Ａの代理人としてＣとの売買契約を締

結しており、Ａは当該契約を取り消すことができる。 

 

３ ○ 相手方が無権代理人の責任を追及するためには、相手方が善意・無過失であることが必要

である。したがって、相手方ＣがＡに代理権がないことを知っていた場合、Ａに対して損害

賠償を請求することはできない。この点は、無権代理人が自己に代理権がないことを知って

いたとしても同様である。 

 

４ × 相手方が無権代理人の責任を追及するためには、相手方が善意・無過失であることが必要

である。しかし、相手方が善意だが過失があるにとどまる場合において、無権代理人が自己

に代理権がないことを知っていたときは、相手方は無権代理人の責任を追及できる。したが

って、善意有過失のＣは、Ａが自己に代理権がないことを知っていたのであれば、Ａに対し

て損害賠償を請求することができる。 

 

５ × 本人が相手方に対して、他人に代理権を与えた旨表示した場合、実際には代理権を与え

ていなかったとしても、相手方が代理権のないことについて善意無過失であれば代理権授与

表示による表見代理が成立する。そして、無権代理人の行為が表示された代理権の範囲を

逸脱していたとしても、相手方が代理権の範囲内であると信じたことについて正当な理由

があれば、代理権授与表示による表見代理が成立する。したがって、本問の場合も表見代

理の成立を理由に、Ｂは甲建物の引渡しをＡに請求することができる。 

 

６ ○ 代理人について破産手続開始の決定があると代理権は消滅するが、代理人が代理権消滅

後に代理行為を行った場合において、相手方が、代理権の消滅について善意・無過失であ

れば、代理権消滅後の表見代理が成立する。そして、無権代理人の行為が消滅する前の代

理権の範囲を超えていても、相手方が代理権の範囲内であると信じたことについて正当な

理由があれば、代理権消滅後の表見代理が成立する。したがって、本問の場合も表見代理

の成立を理由に、Ｂは甲建物の引渡しをＡに請求することができる。 

 

 

  

代 理 解説 ２ 


